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自治体

専門家派遣事業のスキーム

○○県弁護士会
△△県弁護士会
・・・・・

○○県司法書士会
△△県司法書士会

・・・・・

○○県建築士会
△△県建築士事務所協会

・・・・・

国センから
専門家に委嘱
（謝金等を支給）

情報提供、
要望

日本弁護士連合会

日本司法書士会連合会
全国青年司法書士協議会

○○県弁護士会

政策対応

自治体

専門家の全国団体

被災地以外の地域団体

日本建築士会連合会
日本建築士事務所協会連合会

○○県建築士会
○○県建築士事務所協会

専門家を推薦

協力要請

被災地の地域団体

協力要請

（被災地のみでは専門家の確保が困難な場合）

専門家を推薦

協力要請

連 携

消 費 者 庁 、 国 民 生 活 セ ン タ ー （ 現 地 担 当 ）

消費生活相談窓口
生活再建支援等の
総合的な相談窓口

ニーズ把握・要望
スキームの調整等

巡回等による
身近な臨時的相談窓口

派遣

○○県司法書士会

消費者庁

国民生活センター

自治体

資料④－２

1
5



東日本大震災に対応した 

「地方消費者行政活性化基金運営要領」の弾力化について 
 

平成２３年５月２７日  

消費者庁  

 

東日本大震災により消費者行政の機能が低下した自治体

をバックアップするため、「地方消費者行政活性化基金」を
以下のとおり活用することを可能とします。 
 

１．震災前の機能を回復するために実施する事業への活用 

これまでは「基金」の対象事業は消費者行政の「機能強化のため

の事業」（ 注 ）としていましたが、震災対応の新規の緊急事業について

は、「機能を回復するための事業」も「基金」の活用を可能とします。  

（注）消費生活ｾﾝﾀｰ設置、相談員増員など基金造成時（平成 20 年度末）から

機能強化を図る事業  

 

２．取崩し限度額の緩和 

これまでは各都道府県の各年度の取崩額について「都道府県及び

管内の市町村の消費者行政予算の合計額（基金事業含む）の２分の

１」を限度としていましたが、岩手県、宮城県、福島県、茨城県は

「３分の２」に緩和します。  

 

３．取崩し期限の延長 

これまでは最長で平成 24 年度末まで取崩し可能としていました

が、岩手県、宮城県、福島県、茨城県は、25 年度末まで取崩し可能

とします（１年追加延長）。  
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「震災に関連する悪質商法 110 番」の開設について 

 

平成２３年４月１１日 

消  費  者  庁 

(独)国民生活センター 

 

 東日本大震災により、消費生活センター等が被害を受け、相談を

実施できない地域もあることから、こうした地域をバックアップす

るため、３月２７日（日）より独立行政法人国民生活センターに「震

災に関連する悪質商法 110 番」を開設いたしました。 

４月１１日(月)より、茨城県を新たに対象地域として追加いたし

ましたので、お知らせいたします。 

 

○電話番号 

 ０１２０－２１４－８８８ 
 

○窓口開設日時 

 土日祝日も含め毎日１０時～１６時 

 

○苦情相談の対象 

震災に関連した消費者トラブル 

 

○対象地域 

岩手県、宮城県、福島県、茨城県 

※今回の震災で県外に避難されている方も対象となります。 

 

○対応 

 苦情相談内容は速やかに消費者庁に集約し、分析の上、消費者への

情報提供や注意喚起に活用する。また、消費者庁から被災者生活支

援特別対策本部に必要な情報を提供することとする。 

【問い合わせ先】 

 

消費者庁地方協力課 

 電話：０３－３５０７－９１７４ 

 

国民生活センター相談部 

 電話：０３－３４４３－８３５９ 

 
参考① 
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